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导导言言 

在过去的五年中，随着对气候变化科学及其相关的社会经济影响的广泛认可，在全球公共和私

营部门中，向具有韧性的低碳经济转型的行动正在缓慢升温。其中 一个关键点是 G20 金融稳

定委员会气候相关金融信息披露工作组（TCFD）的成立，该工作组基于与气候相关的风险、

机遇和情景分析，为与气候有关的财务信息披露提供了原则性的指导。各行各业越来越多地采

纳了 TCFD 建议，这表明有必要进一步开发和测试特定行业的气候风险评估方法，包括情景分

析。1 

为了实现《巴黎协定》设定的气候变化目标，需要对商业模式和日常生活进行重大变革。通过

在定价、建模和提供自然灾害风险的保障方面发挥引领作用，保险公司正在为促进向具有韧性

                                                           
1 提供不同行业特定场景和相关风险指标的指导也是 TCFD 的优先事项。 
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ジュネーブ協会 副専務理事兼リサーチ&フォアサイトヘッド Kai-Uwe Schanz 
 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）を封じ込めるために多く
の政府が採用した封鎖措置により、世界経済は第二次世界大戦

以来最悪の景気後退に陥りました。この混乱によって、事業継続リ

スク分野において大きなプロテクションギャップ（経済損害と保険で

カバーされる損害の差）の存在が顕在化しています。パンデミック

の影響を含む 2020年の世界GDP損失推計 4.5兆ドルのうち、
保険でカバーされる見込みがあるものは 1%未満に過ぎません。
これは、新型コロナウイルス流行以前の保険適用除外・制限条項

の存在、また事業中断（BI）保険が世界の損害保険市場の 2%未
満というニッチな保険であった特色を反映しています。1 

企業保険を扱う保険会社は、自然災害や賠償責任制度の変更とい

った新たに発生する重大なリスクに対して革新的で実行可能なア

プローチ、例えば代替的リスク移転（ART）を開発することによっ
て、常に保険の付保可能性を拡大させるべく努力してきました。 

パンデミックによる事業継続リスクはそもそも民間部門がカバーす

ることは不可能であり、もともとカバーすることを意図していません

でした。 

これはパンデミック発生の頻度と規模をより局地的なものとして過

小評価していた需要側の事情に一定程度起因しています。しかし

ながら、供給の不足は主として大きな内在リスクが原因となってい

ます。パンデミックによる事業中断損害の頻度と規模における深い

相関性のため、信頼度の高い保険カバーを提供するためには、と

てつもなく高額の資本が必要となります。このため、意味のある保

険限度額でパンデミックによる事業継続リスクをカバーすることは、

あまりにも高額な資本が必要となるため、民間保険市場では引き

続き不可能なままでしょう。

図図 1:様様々々なな仮仮定定のの下下ででのの資資本本要要件件（（対対予予想想損損害害額額％％) 
 

 

（出典）ジュネーブ協会、Hartwig et al.2020 の数値例を使用 

1 ジュネーブ協会 2020 著者：Kai-Uwe Schanz 
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政府は「最後の保険の引き受け手」として関与する必要がありま

す。保険会社とのパートナーシップから独立した立場まで、パンデミ

ックリスクの分担を促進・支援するために政府が採用できるアプロ

ーチは多岐にわたります。公共部門は、パンデミックへの備えと強

靱性の構築（例えばリスク評価、リスク軽減、保険金請求管理など）

において保険会社のリスクを負担しない部分での貢献を評価する

べきです。そして、課税と借入を通じて、経済的に実行可能なリスク

移転を長期的に形成できる公共部門特有の役割を担うべきです。 

このような背景から、パンデミックのリスクスキームにおける公共部

門の関わり方を典型的な 4つの形態に区分することができます。 

1. 政政府府がが提提供供しし民民間間保保険険会会社社がが管管理理すするる、、強強制制ままたたはは任任

意意のの元元受受保保険険                                                    

政府系保険事業者は保険料を徴収するだけでなく、保険料支

払いが累積保険料を超過した場合には資金を借り入れること

ができます。政府系保険事業者は、独自の販売経路を確立す

るか、既存の政府系機関（例：緊急事態を管理する省庁）を通じ

て提供する必要がありますが、保険契約者に直接保険を販売

したり、代わりに銀行、保険会社、仲介業者のような第三者を

通じて、保険を販売したりすることができます。保険金支払いに

ついても、同様の基本的な選択肢を活用できます。2 

2. 強強制制ままたたはは任任意意のの民民間間保保険険補補償償をを支支ええるる政政府府再再保保険険 
パンデミック発生前に事業者へパンデミック補償保険を販売し

ている保険会社に対して、政府は再保険を提供することができ

ます。この再保険は、一定の基準値を超え、かつ決まった限度

額までの損害に対して適用されます。上記 1.の元受保険の選
択肢に関しては、大規模なパンデミックが発生した場合、政府

は資金調達のための借入に加えて債務返済のために課税する

必要が生じるでしょう。 
 

 

政府は「最後の保険の引き受け手」とし

て関与し、課税と借入を通じて、経済的

に実行可能なリスク移転を長期的に形

成できる公共部門特有の役割を担う必

要があります。 

33..  強強制制社社会会保保険険  

社会保険の特色は強制加入であることです。加えて、より高い

水準での連帯と、より均一でリスクベースではない保険料設定

がその特色に含まれます。パンデミックリスクの観点で言えば、

保険加入者は例えば特別税の徴収などを通じて、事故発生前

の支払いが必要となるでしょう。こうしたスキームからの保険金

支払は、比較的控えめな損害額に抑えられ、国民の幅広い層

に適度な補償を提供するという社会保険の典型的な目的に沿

ったものとなるでしょう。 

44..  事事故故発発生生前前はは何何らら手手当当をを行行わわなないい、、事事故故発発生生後後のの財財務務

的的なな救救済済  

このアプローチの下では、政府はパンデミックの影響を受けた

人々にその都度臨時の安全網を提供します。事故発生前の資

金調達や、資金がどのように配分されるかの事故発生前の取

り決めはされません。これらの資金は借入で調達され、現在お

よび将来の納税者に費用負担が転嫁されます。新型コロナウ

イルスの対応においては、ほとんどの政府はこの事後対応型

の保護政策を採用しています。3 

パンデミックのリスクスキームにおいて

は、保険業界は重要な役割を果たすこと

ができます。すなわち、限定的にリスクを

吸収する役割、保険販売や保険金請求

管理を専門的に担う役割、そしてリスク

の評価・軽減・防止の専門家としての役

割です。 

 

これらの典型的な関与形態は、以下の 7つの具体的な公共政策
目標を達成する上での相対的な強みと弱みに照らして評価するこ

とができます。すなわち、1) 最大限の補償範囲、2) 公共部門の限
定的な損害、3) ニーズに見合った資金、4) リスク軽減のためのイ
ンセンティブ（動機付け）、5) コスト効率の高いリスク移転、6) 運営
効率、そして 7) マクロ経済効果です。事故発生後に現金を分配す
ることは、おそらく最も効果的ではないアプローチであり、事故発生

前のリスク軽減及び準備措置から何ら恩恵が得られません。 

この一般的な制度上の観点は、パンデミックリスクが実際にどのよ

うに対処されているかに焦点を当てた、より細分化されたリスク志

向の視点によって補うことができます。世界中の官民連携（PPP）
は、主に（商業）市場から巨大リスクを取り除くか、あるいはすべて

の保険契約者にリスクを再分配することのどちらかに重点を置いて

います。リスクを取り除くシナリオでは、保険会社は保険契約者か

ら保険料を受け取ることができ、保険証券の発行とサービス提供を

確実に実施しますが、リスクを保有しません。 

 

2 Hartwig et al. 2020; Paudel 2012 
3 Alpert 2020  
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表表 1：：パパンンデデミミッッククリリススククのの財財政政支支援援ににおおけけるる 4種種類類のの典典型型的的なな政政府府関関与与のの比比較較評評価価 4 
 
政政策策目目標標／／政政府府関関与与のの 

種種類類 元元受受保保険険 再再保保険険 社社会会保保険険 事事故故発発生生後後のの 
補補償償 

補償範囲 

低低～中中 
（強制加入としない 

場合） 

低低 
（保険提供と保険料

設定への保険会社の

関与による） 

高高 
（ただし補償は比較

的控えめ） 

中中～高高 
（効果的な販売チャ

ネルの有無による） 

公共部門の損害 

中中～高高 
（保険料でカバーでき

ない損害をすべて公

共部門が吸収する） 

中中～高高 
（保険会社の免責額

を超える損害をすべ

て公共部門が吸収） 

中中 
（税金や積立金で賄

われない損害は全て

公共部門が吸収） 

高高 
（全ての損害を公共

部門が吸収） 

資金とニーズの 
マッチング 

中中 
（限定的な補償範囲

で一元的に設計され

ている場合） 

高高 
（公的な再保険の補

償がある任意の民間

保険の場合） 

低低 
（大きな損害を被った

事業者の場合） 

低低 
（時間的な制約下で

設計されるため、場

当たり的な性質） 

リスク軽減の動機付け 

中中 
（引受基準が政治的

な目的に影響される

可能性が高い） 

高高 
（引受メカニズムが機

能する） 

低低 
（保険料と補償が差

別化されない） 

低低 
（事業者側が単なる

救済を望む場合） 

リスク移転のコスト効率 
中中～高高 

（保険プールの規模

による） 

中中 
（保険プールの規模

による） 

高高 
（大規模な保険プー

ルの場合） 

低低 
（リスクは市場から 
除外される） 

運営効率 
低低 

（販売コストが発生） 
中中 

（民間保険会社との

取引コストが発生） 

高高 
（既存構造の活用） 

中中 
（不確実性が伴う） 

マクロ経済効果 
中中 

（加入率が不透明な

ため） 

中中 
（加入率が不透明な

ため） 

高高 
（広範囲に及ぶため） 

中中 
（場当たり的な性質

のため） 

 
民間保険会社の役割 保険証券の発行及び

販売 

保険金支払い 

保険料設定支援（該

当する場合） 

低いレイヤーの限定

的リスクを引き受け 

リスクベース料率の

設定 
リスク軽減に対する

動機付けの設定 

なし 資金を配分してニー

ズとマッチングさせる

補完的役割 

出典:ジュネーブ協会、引用資料より編集・評価 

● 高水準の政策目標達成 
● 中水準の政策目標達成 
● 低水準の政策目標達成 

4 評価基準の重要度は同じではありません。例えば、議論の余地のあるマクロ経済効果とリスク軽減の動機付けは、コスト効率や運営効率よりも全体

的にはより重要度が高くなります。 
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共部門が吸収する） 

中中～高高 
（保険会社の免責額

を超える損害をすべ

て公共部門が吸収） 

中中 
（税金や積立金で賄

われない損害は全て

公共部門が吸収） 

高高 
（全ての損害を公共

部門が吸収） 

資金とニーズの 
マッチング 

中中 
（限定的な補償範囲

で一元的に設計され

ている場合） 

高高 
（公的な再保険の補

償がある任意の民間

保険の場合） 

低低 
（大きな損害を被った

事業者の場合） 

低低 
（時間的な制約下で

設計されるため、場

当たり的な性質） 

リスク軽減の動機付け 

中中 
（引受基準が政治的

な目的に影響される

可能性が高い） 

高高 
（引受メカニズムが機

能する） 

低低 
（保険料と補償が差

別化されない） 

低低 
（事業者側が単なる

救済を望む場合） 

リスク移転のコスト効率 
中中～高高 

（保険プールの規模

による） 

中中 
（保険プールの規模

による） 

高高 
（大規模な保険プー

ルの場合） 

低低 
（リスクは市場から 
除外される） 

運営効率 
低低 

（販売コストが発生） 
中中 

（民間保険会社との

取引コストが発生） 

高高 
（既存構造の活用） 

中中 
（不確実性が伴う） 

マクロ経済効果 
中中 

（加入率が不透明な

ため） 

中中 
（加入率が不透明な

ため） 

高高 
（広範囲に及ぶため） 

中中 
（場当たり的な性質

のため） 

 
民間保険会社の役割 保険証券の発行及び

販売 

保険金支払い 

保険料設定支援（該

当する場合） 

低いレイヤーの限定

的リスクを引き受け 

リスクベース料率の

設定 
リスク軽減に対する

動機付けの設定 

なし 資金を配分してニー

ズとマッチングさせる

補完的役割 

出典:ジュネーブ協会、引用資料より編集・評価 

● 高水準の政策目標達成 
● 中水準の政策目標達成 
● 低水準の政策目標達成 

4 評価基準の重要度は同じではありません。例えば、議論の余地のあるマクロ経済効果とリスク軽減の動機付けは、コスト効率や運営効率よりも全体

的にはより重要度が高くなります。 
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米国の国家洪水保険制度（National Flood Insurance Program）
やカリフォルニア地震保険機構（California Earthquake Authority）
などが例としてあげられます。一方で、リスクの再分配は、損害の

発生可能性が高い比較的少数の保険契約者グループのリスクに

ついて、課税を通じて、損害の発生可能性が可変的であるより幅

広い保険契約者のプール全体で共有することを指します。 

政府関与において想定できる全ての選択肢について考慮すべき重

要な点は、補償が強制的か任意的かという点です。これによって、

リスクプールの規模が決定され、その結果、公正なリスク再分配の

範囲が決定されます。政府はパンデミック保険の加入者たちを下支

えしますが、保険に加入していない 「フリーライダー（ただ乗り）」も
支援しなければなりません。パンデミックによるシステミックリスクを

カバーするためには政府の全面的な保証が必要になるので、事業

者の強制参加が最も適切でしょう。被災後の救済という選択肢を除

き、いずれの場合においても、保険業界が重要な役割を果たすこと

ができます。すなわち、限定的にリスクを吸収する役割、保険販売

や保険金請求管理を専門的に担う役割、そしてリスクの評価・軽

減・防止の専門家としての役割です。 
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